20 　年　　月　　日

九州電力送配電株式会社　御中

　　　　　　　　　　　　印

地域資源バイオマス発電設備の証明について

　再生可能エネルギー固定価格買取制度における「新制度に関するよくある質問（エネ庁　ＦＱＡ5-5）」に基づき地域資源バイオマス発電設備とする分類の要件ⅰ～ⅳについて、下記のとおり証明します。
記

ⅰ　地域に存するバイオマスを主に活用するもの（当該発電により得られる電気の量に占める地域に存するバイオマスを変換して得られる電気の量の割合について年間を通じて原則８割以上確保するもの）であること（起動・停止時のみに使用する燃料は、バイオマス比率の算出において不算入とします。）
	別紙１（様式自由）のとおり



ⅱ　地域の関係者の合意を得ていること
	別紙２（様式自由）のとおり


ⅲ　発電に供する原料の安定供給体制を構築していること
	別紙３（様式自由）のとおり


ⅳ　ⅰ)～ⅲ)の要件が満たされていることを事後に確認できる体制が確立されていること
	別紙４（様式自由）のとおり

※バイオマス比率計算書を提出可能


以上

【新制度に関するよくある質問（エネ庁ＦＱＡ5-5）】


Ｑ：　施行規則第14条第１項第8号ニにおいて、第3条第23号から第29号までに掲げる設備（地域に存するバイオマスの有効活用に資するものに限る。）が地域資源バイオマス発電設備に該当すると規定されているが、（地域に存するバイオマスの有効活用に資するものに限る。）とは具体的に何を指しますか。





Ａ：　第23号に規定されているメタン発酵ガス発電設備及び第29号に規定されている一般廃棄物発電設備については、一般的に、地域から収集された家畜排せつ物から生じるメタン発酵ガスあるいは家庭ごみなどを燃料とする発電設備であり、外形的に地域資源バイオマス発電設備として分類できます。


　　　　ただし、第24号～第28号、第29号（一般廃棄物発電設備を除く）に掲げる発電設備については、バイオマスの種類が多様であり、「地域に存するバイオマスを主に活用するもの」かどうかを再生可能エネルギー発電事業者が電力会社（一般送配電事業者）との接続契約時に、自ら証明する必要があります。具体的には、以下のⅰ）～ⅳ）の要件を満たすバイオマス発電設備を地域資源バイオマス発電設備として分類します。





ⅰ）地域に存するバイオマスを主に活用するもの（当該発電により得られる電気の量に占める地域に存するバイオマスを変換して得られる電気の量の割合（「地域に存するバイオマス」のバイオマス比率）について年間を通じて原則８割以上確保するもの）であること（起動・停止時のみに使用する燃料は、バイオマス比率の算出において不算入とします（専焼バイオマスについても同様）。）


ⅱ）地域の関係者の合意を得ていること


ⅲ）発電に供する原料の安定供給体制を構築していること


ⅳ）ⅰ）～ⅲ）の要件が満たされていることを事後に確認できる体制が確立されていること





　　　　なお、「農林漁業の健全な発展と調和のとれた再生可能エネルギー電気の発電の促進に関する法律」に基づき、立地市町村により設備整備計画の認定を受けたバイオマス発電設備については、当該設備整備計画認定をもって地域資源バイオマス発電設備の要件を満たすものとします。











